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要 旨 
熊本地震では，国土地理院が運用する GEONET

やだいち 2 号の干渉 SAR により，地震に伴う地殻変

動が詳細に捉えられた．これらの地殻変動に基づき，

震源断層モデルの推定を行った． 

前震（4 月 14 日，M6.5 及び 4 月 15 日，M6.4）で

は日奈久断層帯の高野－白旗区間に相当する位置に

震源断層が推定された．西に傾き下がる高角の右横

ずれ断層で，滑り量は約 1.1m，地震規模は Mw6.2

と推定された．本震（4 月 16 日，M7.3）については

布田川断層帯布田川区間とその東側延長部，及び日

奈久断層帯の高野－白旗区間に相当する位置に震源

断層が推定された．布田川区間に相当する断層面は

北西傾斜，東側延長部は南東傾斜で，両者は直接的

には連続していない．断層の滑り方向は右横ずれで，

最も大きな変位が推定された布田川区間は顕著な正

断層成分を伴っている．布田川区間では滑り分布モ

デルで最大約 5m の滑りが推定された．推定された

地震規模は Mw7.1 である． 

地殻変動から推定された断層変位や地震規模は，

本震については，地震調査研究推進本部地震調査委

員会による長期評価と概ね調和的である．一方，前

震については断層変位方向は整合するものの，地震

規模は長期評価に比べて小さい． 

これらの前震及び本震の震源断層モデルは，地震

調査委員会や地震予知連絡会に報告され，熊本地震

の地震活動の評価に活用された． 

 

1. はじめに 
2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分に熊本県熊本地方で

M6.5 の地震が発生し，最大震度 7 を記録した．この

地震以降，熊本地方及び阿蘇地方において地震活動

が活発化し，M6.5 の地震から約 2 時間半後の 4 月

15 日 0 時 3 分には M6.4 の地震，さらに約 25 時間半

後の 4月 16日 1時 25分には M7.3の地震が発生し，

再び最大震度 7 を記録した．気象庁はこれら一連の

活動を「平成 28 年（2016 年）熊本地震」（以下「熊

本地震」という．）と命名した． 

熊本地震の震源域には，地震調査研究推進本部地

震調査委員会が長期評価（地震調査研究推進本部地

震調査委員会，2013）（以下「長期評価」という．）

を行った布田川断層帯・日奈久断層帯が分布してい

る．長期評価では，当該断層帯をいくつかの活動区

間に区分し，想定される地震規模やずれの向き等を

評価しているが，個々の区間が単独で活動するだけ

でなく，複数の区間が同時に活動する可能性も否定

できないとしている． 

今回の地震活動でどの区間が活動したのかを把握

することは，地震活動の評価や未活動区間への影響

の検討を行う上で重要である． 

熊本地震では，国土地理院が運用する GNSS 連続

観測システム（以下「GEONET」という．）及び陸域

観測技術衛星「だいち 2 号」（以下「だいち 2 号」と

いう．）によって地殻変動が捉えられた（檜山ほか，

2016，上芝ほか，2016）．国土地理院は，これらの地

殻変動に基づいて震源断層モデルの推定を行い，そ

の結果を地震調査委員会や地震予知連絡会等に報告

した．これらの震源断層モデルは，地震活動の評価

の際に活用された．本稿では，これら地殻変動から

推定された震源断層モデルについて報告する． 

なお，本稿では，熊本地震のうち最大規模である

4 月 16 日の M7.3 の地震を本震，それ以前に発生し

た 4 月 14 日の M6.5 の地震と 4 月 15 日の M6.4 の地

震を前震と呼ぶこととする． 

 

2. 地震に伴う地殻変動 
2.1 GNSS 

GEONET の定常解析には，最終解（F3 解），速報

解（R3 解），迅速解（Q3 解）の 3 種類がある（中川

ほか，2009）．このうち，F3 解及び R3 解は UTC0

時からの 24 時間の観測データを単位とした解であ

る．Q3 解は 6 時間の観測データを単位とし，3 時間

ごとに 1 回算出される解であり，精度は F3 解や R3

解に比べて劣るものの，迅速性や時間分解能に優れ

ている． 

熊本地震では，4 月 14 日の M6.5 の前震から 4 月
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16 日の M7.3 の本震までの間が 28 時間と短いため，

地殻変動を求める際に通常用いられる F3 解や R3 解

では，複数の地震を含んだ地殻変動しか得られない．

前震と本震の地殻変動を分離するため，Q3 解も用い

てそれぞれの地震に伴う地殻変動を求めた． 

前震に伴う地殻変動を図-1 に示す．地震前の 4 月

1 日～13 日の R3 解の平均値と地震後の 15 日 3:00～

23:59 の 1 セッションの Q3 解を比較している．日奈

久断層帯周辺の観測点で地殻変動が観測され，日

奈久断層帯の西側の観測点では北向き，東側の観

測点では南向きの地殻変動成分を含んでおり，日

奈久断層帯で右横ずれの断層運動が生じたと考

えられる．なお，4 月 14 日の M6.5 の地震及び約 2

時間半後に発生した 4 月 15 日の M6.4 の地震のそれ

ぞれで，GNSS で検出可能な地殻変動が生じたこと

がリアルタイム解析の結果から分かっているが（檜

山ほか，2016，Kawamoto et al., 2016），Q3 解ではこ

れら 2 つの地震の地殻変動を区別することができな

い．そのため，図-1 はこれら 2 つの地震の地殻変動

の合計を示している． 

4 月 16 日に発生した M7.3 の本震については，後

述のだいち2号の干渉SARの結果と時期を揃えるた

め，前震前の 4 月 1 日～10 日の F3 解の平均値と本

震後の 4 月 18 日～26 日の R3 解の平均値を比較し，

前震も含めた地殻変動を求めた．なお，国土地理院

では，気象庁や防災科学技術研究所が火山周辺に設

置した GNSS 観測点のデータを用いて，GEONET と

整合する測位解を求める統合解析技術（畑中，2011）

により定常的に解析を行っており，これらの結果も

用いた． 

本震に伴う地殻変動を図-2 に示す．本震では，主

に布田川断層帯に沿って大きな地殻変動が観測

された．熊本観測点の変動方向は，前震による変

動方向（北北西）とは異なっており，本震が東西

に近い走向の布田川断層帯での右横ずれの断層

運動が主体であったことを示している．一方で，

布田川断層帯の南側に位置する城南観測点は東

北東方向の変動を示しており，日奈久断層帯でも

右横ずれ断層運動が生じたことを示唆している． 

 
2.2 干渉 SAR 
熊本地震に関しては，だいち 2 号により多数の観

測が行われ，これらのデータを用いた SAR 干渉解析

により 4 月 14 日の M6.5 の前震や 4 月 16 日の M7.3

の本震などに伴う地殻変動が詳細に捉えられている

（Kobayashi, 2016，上芝ほか，2016，藤原ほか，2016）．  

本稿では，震源断層モデル推定のための地殻変動

データとして，前震については，4 月 15 日の M6.4

の地震直後の観測データをスレーブ画像とするペア

（前震ペア）（図-3，表-1），本震については，4 月 1 

 

図-1 GEONET の定常解析による 4 月 14 日の M6.5 の地

震及び 4 月 15 日の M6.4 の地震に伴う地殻変動（黒

矢印：水平成分，赤及び青：上下成分）．赤色の★

は，それぞれの地震の震央を示す． 

 

 

図-2 GEONET の定常解析による 4 月 16 日の M7.3 及び

4 月 14 日，15 日の地震に伴う地殻変動（黒矢印：

水平成分，赤及び青：上下成分）．赤色の★は，地

震の震央を示す． 

 

6 日の M7.3 の本震の直後に観測されたデータをス

レーブ画像とするペア（本震ペア）（図-4，表-1）を

用いた．これらの解析の詳細については上芝ほか

（2016）を参照されたい． 

前震ペア（図-3）では，日奈久断層帯北部の西側

において，北部で衛星に近づく向き（隆起もしくは

4/14 M6.5 

4/15 M6.4 

4/14 M6.5 

4/15 M6.4 
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東向き），南部で衛星から遠ざかる向き（沈降もしく

は西向き）の変動が見られる．その特徴から，日奈

久断層帯に沿ったやや西側に傾斜した高角の断層が

右横ずれしたと考えられる．なお，前震ペアは，前

述の GNSS による結果と同様，4 月 14 日 M6.5 及び

4 月 15 日 M6.4 の地震を合わせた地殻変動を示して

いる． 

本震ペア（図-4）では，布田川断層帯及び日奈久

断層帯に沿って最大で 1m を越えるような顕著な地

殻変動が検出された．地殻変動分布は複雑であるが，

概ね布田川断層帯及び日奈久断層帯での右横ずれ断

層運動と調和的な地殻変動を示している．また，本

震の断層運動による地殻変動だけでなく，多数の小

変位の地表断層（藤原ほか，2016）など，複雑な地

殻変動が生じたことが明らかとなっている．なお，

本震ペアは4月16日の本震だけでなく前震による地

殻変動を含んでいるが，地震規模が大きく異なり，

捉えられている地殻変動のほとんどは本震に伴う地

殻変動と考えられる． 

 

 

 

 

 
図-3 だいち 2 号の干渉 SAR で得られた前震（4/14 M6.5

及び 4/15 M6.4）に伴う地殻変動． 

    

               
図-4 だいち 2 号の干渉 SAR で得られた前震及び本震（4/16 M7.3）に伴う地殻変動． 

 
表-1 震源断層モデルの推定に用いた干渉ペア 

 
2 回目観測 
日時（JST） 

1 回目観測

年月日 
衛星進 
行方向 

電波照 
射方向 

観測モード 
入射角（シ

ーン中心） 
垂直 
基線長 

前震ペア 4/15 12:53 2014/11/14 南行 左 高分解能（3m） 32.4° −104m
本震ペア 1 4/18  0:25 2015/ 5/18 北行 右 高分解能（3m） 50.7° +175m
本震ペア 2 4/18 12:18 2016/ 3/ 7 南行 右 高分解能（3m） 36.3° −124m

本震ペア 1 本震ペア 2
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3. 震源断層モデル 
GEONET 及びだいち 2 号の干渉 SAR により得ら

れた地殻変動に基づき，震源断層モデルの推定を行

った．なお，干渉 SAR についてはそのままではデー

タ量が膨大なため，Quadtree アルゴリズム（Jonsson 

et al.,2002）を適用してデータ量を削減した上で推定

に用いた． 

震源断層モデルの推定にあたっては，前震につい

ては一様滑りの矩形断層モデル，本震については矩

形断層モデルに加え，断層面上での滑りの分布を推

定する滑り分布モデルの 2 種類のモデルで推定を行

った． 

断層運動による地表面変動の計算は Okada（1985)

に基づいて計算を行った．矩形断層モデルの各パラ

メータの推定では，Simulated Annealing（焼きなまし

法）（Cervelli et al.,2001，Kobayashi et al., 2012）によ

り解の探索を行った． 

滑り分布モデルの推定では，Kobayashi et al.（2012)

の手法を用いた．各断層の傾斜角を変更して滑り分

布を推定し，残差が最小となる組み合わせを最適解

として採用した．断層面上の滑りはラプラシアンオ

ペレータを用いて平滑化し，滑らかさの超パラメー

タは Akaike（1980)のベイズ情報量規準（Akaike's 

Baysian Information Criterion）を用いて決定した． 

3.1 前震の震源断層モデル 
前述の通り，前震については 4 月 14 日 M6.5 及び

4 月 15 日 M6.4 の 2 つの地震による地殻変動を分離

することができない．そのため，前震の震源断層モ

デルは，これら 2 つの地震を合わせて 1 枚の矩形断

層を仮定して推定を行った． 

推定の結果，日奈久断層帯に沿った北東－南西走

向のやや西に傾き下がる高角の断層が右横ずれ運動

したと推定された（図-5，表-2）．断層の走向は日奈

久断層帯と平行であるが，上端位置は日奈久断層帯

の地表トレースとは一致せず，やや西にずれた位置

に推定された．滑り量は約 1.1m と推定され，断層

パラメータから計算される地震規模はモーメントマ

グニチュード（以下「Mw」という．）6.2 となった． 

推定された震源断層は，日奈久断層帯の高野－白

旗区間にほぼ相当している．布田川断層帯・日奈久

断層帯の長期評価では，同区間は南東側隆起を伴う

右横ずれ断層で，1 回のずれの量は 2m 程度，発生

する地震の規模は M6.8 程度と評価している．地殻

変動から推定された断層変位は右横ずれで，長期評

価と調和的である．一方，地震規模や変位量は長期

評価に比べて小さい． 

 

 

 

図-5 前震の矩形断層モデルと地震時の地殻変動の観測値，計算値の比較 
 

表-2 推定された前震の震源断層パラメータ（矩形断層） 

経度 
[ °] 

緯度 
[ °] 

上端深さ 
[ km]  

長さ 
[ km ] 

幅 
[ km ]

走向 
[ °] 

傾斜 
[ °] 

滑り角 
[ °] 

滑り量 
[ m ] 

Mw 

130.806 32.784 1.4 12.8 6.4 205 83 173 1.1 6.23
※矩形断層 1 枚での推定結果．位置は断層の左上端を示す． 
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3.2 本震の震源断層モデル 
3.2.1 本震の震源断層モデル（矩形断層モデル） 
本震については，SAR 干渉画像及び余震分布から，

布田川断層帯及び日奈久断層帯に沿った震源断層が

想定されたことから，これらの断層帯に沿って 3 枚

の断層面を仮定して推定を行った．なお，推定に用

いた地殻変動データは本震だけでなく前震の地殻変

動も含んでおり，厳密には前震と本震を合わせたモ

デルとなる． 

推定の結果，布田川断層帯及び日奈久断層帯に沿

った位置に震源断層が推定された（図-6，表-3）．布

田川断層帯では北西傾斜の断層（A1）とその東側延

長に南東傾斜の断層（A2），日奈久断層帯では北西

傾斜の断層（B）で，それぞれ右横ずれ運動が生じ

たと推定された．A1 断層は正断層成分も含んでいる．

なお，A2 断層は，傾斜が A1 断層と逆になっている

だけでなく，上端位置が A1 断層とは直接接続して

おらず，やや北にオフセットしている． 

推定された滑り量は，A1 断層で最も大きく，約

4.1m である．また，日奈久断層帯の高野－白旗区間

に相当する B 断層でも約 2.7m の滑りが推定された．

この滑りは前震の震源断層モデルで推定された滑り

量（約 1.1m）に比べてかなり大きく，この区間は前

震だけでなく本震でも活動したと考えられる． 

断層パラメータから計算される地震規模は Mw 

7.1 であり，地震波から推定される規模と同程度であ

る．なお，A1 断層は布田川断層帯布田川区間，B 断

層は日奈久断層帯高野－白旗区間にほぼ相当してい

る．布田川断層帯・日奈久断層帯の長期評価では，

これらの区間は南東側隆起を伴う右横ずれ断層で， 
 

 
図-6 本震の矩形断層モデル (a)干渉 SAR（観測値）と GNSS（観測値・計算値）, 

(b)干渉 SAR（観測値・計算値）, (c)矩形断層モデルの概念図. 
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表-3 推定された本震の震源断層パラメータ（矩形断層） 

 
経度 
[ °] 

緯度 
[ °] 

上端深さ 
[ km]  

長さ 
[ km ]

幅 
[ km ]

走向 
[ °] 

傾斜 
[ °] 

滑り角 
[ °] 

滑り量

[ m ] 
Mw 

断層 A1 130.996 32.878 0.6 20.0 12.5 235 60 209 4.1 6.96
断層 A2 130.975 32.883 0.2 5.1 6.6 56 62 178 3.8 6.36
断層 B 130.807 32.770 0.8 10.2 13.0 205 72 176 2.7 6.65

 

1 回のずれの量は 2m 程度，発生する地震規模は布

田川区間が M7.0 程度，高野－白旗区間は M6.8 程度

と評価しており，地殻変動から推定された断層変位

や地震規模などの特徴は長期評価と概ね調和的とい

える． 

 

3.2.2 本震の震源断層モデル（滑り分布モデル） 
本震については，さらに滑り分布モデルの推定も

行った．矩形断層モデルで得られた知見を基に，布

田川断層帯の布田川区間とその東側延長の 2 枚の断

層及び日奈久断層帯側の断層を設定した．この日奈

久断層帯の断層については，SAR 解析で見られる変

位の急変帯を参考にして，走向がやや異なる北側と

南側の 2 枚に分割し，計 4 枚の矩形断層を設定して

推定を行った． 

各断層の走向は震源分布や矩形断層モデルを参考

に固定した．滑り分布の推定にあたっては，

Kobayashi et al.（2012)に倣い，各断層の傾斜角を

10°刻みで変更して滑り分布を推定し，残差が最小

となる組み合わせを最適解として採用した．特に，

布田川断層帯の東側延長の断層（A2）では北西及び

南東傾斜の両方を考慮した．また，滑り角について

は，布田川断層帯（A1）及び日奈久断層帯（B1，

B2）では左横ずれは生じないとして拘束した．布田

川東側延長部の断層（A2）については滑り角の拘束

はしていない．なお，日奈久断層帯の 2 枚の断層に

ついては，北側断層（B1）と南側断層（B2）の滑り

が空間的に滑らかに接続するようにラプラシアンオ

ペレータにより平滑化した．得られた結果を図-7 に

示す． 
 

 

図-7 本震の滑り分布モデル (a)断層モデルの位置と GNSS データ（観測値・計算値）, 
(b)推定された断層面上の滑り分布 
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布田川断層帯布田川区間に相当するA1断層では，

布田川区間の中間付近の地表浅部から深さ数 km に

かけての領域で最大約 5m の大きな滑りが推定され

た．正断層成分を有意に含む右横ずれ運動となって

いる．一方，深部や日奈久断層帯との接合域より西

には顕著な滑りは見られない．布田川断層帯の東側

延長の断層（A2）は南東傾斜（50°）が推定され，

阿蘇カルデラの西縁付近に右横ずれ運動が推定され

た．日奈久断層帯の断層面（B1 及び B2）では，震

源（深さ 12km）近傍の深さ約 10km の領域に，右横

ずれ運動の大きな滑りが推定された．滑り分布モデ

ルから計算される地震規模は Mw7.1 であり，矩形断

層モデルの結果と同様である． 

 

4. まとめ 
熊本地震の前震（4 月 14 日，M6.5 及び 4 月 15 日，

M6.4）及び本震（4 月 16 日，M7.3）に伴う地殻変

動に基づき，震源断層モデルの推定を行った． 

前震については矩形断層で推定を行った．日奈久

断層帯の高野－白旗区間に相当する位置に震源断層

モデルが推定された．西に傾き下がる高角の右横ず

れ断層が推定され，滑り量は約 1.1m，地震規模は

Mw6.2 と推定された． 

本震については矩形断層及び滑り分布モデルで推

定を行った．布田川断層帯の布田川区間及びその東

側延長，さらに日奈久断層帯の高野－白旗区間に相

当する位置に震源断層が推定された．布田川区間に

相当する断層面は北西傾斜，東側延長部は南東傾斜

で，両者は直接連続していない．推定された断層滑

りは右横ずれを示し，布田川区間では正断層成分を

顕著に含んでいる．高野－白旗区間については，地

震時の地殻変動や推定された滑り量等から，前震だ

けでなく，本震でも活動したと考えられる．滑り量

は布田川区間で最も大きく，滑り分布モデルでは最

大約 5m の滑りが推定された．推定された地震規模

は Mw7.1 である．また，前震で活動した高野－白旗

区間は，地震時の地殻変動や推定された滑り量等か

ら，前震だけでなく，本震でも活動したと考えられ

る． 

地殻変動から推定された断層変位や地震規模等は，

本震については長期評価と概ね調和的である．一方，

前震については断層変位方向は整合するものの，地

震規模等は長期評価に比べて小さい． 

これらの前震及び本震の震源断層モデルは，地震

調査委員会や地震予知連絡会に報告され，熊本地震

の地震活動の評価に活用された． 

なお，本稿で推定した震源断層モデルは，前震に

ついては 4 月 14 日の M6.5 と 4 月 15 日の M6.4 の地

震を合わせた地殻変動，また本震については 4 月 16

日の M7.3 の地震に加えて上記の前震 2 つを含んだ

地殻変動から推定しており，複数の地震を含んだモ

デルとなっている．前震と本震の関係等，詳細な分

析を行うためには，今後，それぞれの地震の地殻変

動をより正確に求め，震源断層モデルの推定を行う

必要がある． 
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